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続出・也ふと ~~:bi;， 三ゐ過主主走過去さ示達汁さh元浪半間志士 r白白金争
ゐ二金的砕組」を住舟ι広夫ι走 t5~G ， 左ゐ l~ 己 ι モ「主担率的」己主主t言動員
をはかっていくか， という一見才盾した課題であった。
弟二次大戦期アメリカの経済動員は， 1940年5月末の国防諮問委員会 (Advi-
sory Commission to the Council of National Defense)の創設をもって開始され1う










口出tv同lJ手脅守実施する ζ と由がt九 r白由経済?古制有剖]度」 の根幹にJ虹江山]抽1独虫せずに効率的な産業
量動)貞をf合'j-~ 1j仇記吟毛品4とみられたヘとのことは第-次大戦附j期羽動員の社会経済
的因難蜘蜘刀炉、ら竺引じた問題， ftpち戦時利潤の統晶一動として集中していった経過に














2) H. J. Tobm and P. W. Bidwel1. 1Vlobiliz問gC:四d叫氾 AmcricaJ'， 1940， pp. lGl-1G2 
3) B. M. Baruch， A問 ericanlndustry in the War， A Re伊 rtQf the War Industry 
Board. p. 29 
4) H. J. Tobj，l and P. W. Bld'wc1i， ot. cit.， pp. 35-37 
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5) lbid.， p. 1吹)
6) í1939年陸軍省悼正直業~WJ員計画 J I-. J. Tobin and P. W. Bidwell， O.ρ CU.， Appendix， 
p. 24(リ
7) H.]. Tobin and P. "¥V. Bidwell， O.ρcit.， p. 154 
















A-l I Regular Army (37万5，CコD人).National Guard (23万5，000人)の装備
12，835機の飛行機生産 (1941年10月1日までに〉と，その生産設備









A-l0 I 重要稀少物資の試験的注文な bびに追加予備
(出所) j{瓦lber【onSmith， The Army and Economic Mobilization， 1959， p.510 
8) John H Martin，“Present Status of Priorities，" Harvard Business Re1.!1~配.v， Spring， 
1941. p. 274 





















































(出所) John H. Martin，“Administration of Priorities，" R注目副首iB出血目sReview， 5pr-
ing 1941， p. 422 
11) 自発刊優先制の限界は，軍需と民需の競合している生産部門で生じやすかった。その 例が
「ダグラスロツキ ド事件」であιD.M. Nel回 n，Aηenal of Democracy， The Storツザ
A=門.canW耐 Production，pp. 111-112 







14) National Association of Manufactureの全国16国防産業管区へ自照会によると， 1941年1
月に照会先工業家のp3%は工作機械の調達難， 45%は有哨東工不足を産業動員遅延の原因にあげて
いる。 (Newy，οrk 1'unes， July 7， 1941) 















支出み〔百つ万もドルり〕 41，011(') 11，6::W置) 1，919 
順位による比率 1m 100 100 
A-l-a 日付 77 56 
A-l-b 12 10 42 
A 1 c 11 3 。
A-l-d 日 3 。
A-l-巴 Z 3 。
A 1 f 3 。 o 
A-l-g 4 。 。
A-l-h 1 1 。
A 1 11 2 2 
A-l-j 。 1 。
(注) (吟海軍支出でAA順位を取得している2900万ドルの支出は含まず。














〔出所) R. EJberton Smith， The Army and E出nomicMob71ization， 1959， p.523_ 
15) Thurman Arnold and Sterling Livingstone， Antitrust War Policy and Full Produc-























16) D. Novick， Anshen and Trupper， WartiJηze Pro品ICt1，凹包 Control5，1949， p.5号




のストック管理とともに代用品使用，ラザイン規格 Eの為の統制も行われた。 (Prefere沼田 Ra-

















その他Lオーダ の対象となったのは，冷却器 (L-51，家庭用冷蔵庫 (L-71，





ゴム (80%)，アルミエソム (1町め，銅 (13%)，鉛 (34%)，銑鋼(18%)であっ士.





施設は，契及び桜体のプレλ用に改造しうる，等であった。 くBwiinessvVeek， 1941， 1， 4) 
21) Tolan Committeeの報告(1941，6)， CLabor Research Association， Labor Fact B岬ん




L-2呂九ー タ (1942フ 1，21)乗合自動草生産自完全禁止
L-3-fオーダー( グ 〉軽トラック生産の完全禁止
出先制皮と戦時抗制子技の開発 (419) 73 
への集中と重要物資の割当統制で補強された P，M， L~ ーダ一等の優先統制
の修正によって解決をはかろうとしたものと言える。乙の経過はまさしく，第
一次大戦期戦時産業局長官であった M ノミノレチも述べたように「よろめきなが
らの前進 (afaltering ;step forward).Jであった。
しかし， 1911年12月のハ ノレハ パ を契機にした軍事計画・軍事生産港行
の急迫化は，調達統制J機構のあ何方を一変きせ，統制権限集中のふ層の強化の


















会社 (RFClは「国防設備会社」契約， I国防資材供給会社|契約， Iゴム貯蔵会社J契約等









置をとったのである。 その内容は， 重要金属を 5，000ドノレ以上使用ナるプラン





された。 こうして，最初の PD→25形式の産業報告用紙が32，000のプラ γ トに












24) I国防物資供給順位計画J CP'6)→PD-25 →CP'29， PD'79) →「自発的生産要求計画J
(1941， 12) →PD，275 (金属)(1942， 2) →「強制的生産要求計画JCPD'25A， 1942， 6) 
25) 金属の消費と需要に関する産業報告 (PD，275，1942， 2， 1)が， 全体の 90%以上をしめる
11，α)0<0製造業者を対象に行われたが，これによれば， 1941年第4四半期においても金属消費の
50弘前後は，いまだに優先指定を受けずに流通していることが明らかになった。
.26) 生産嬰求計画」の提唱者である D ノ ヴ 4ツクは， I計画」により「もはや，優先淵頁位は
実際の金属供給を乙えて適用されないし，順位Dインフレ化を招〈調達競争も起こらないだろ
フ。この社画が予想どおり機能すれば 優先制度は実情にかなった動員制度になるだろう」と
述ベている。 D.Novick， Anshen and Trupper，φ cit.， p.116. 









系として. r修正生産要求計画j，rWarrant Planj， rCM方式J， rMaterial 
Allotment Planj， rSteel Quota Planj等が検討されたが， 11月2日， 最終
的に「統制物資計画」が採用されることになった。
「生産要求計画』を代位するこの「計画」は，














開始したことから始まっている。R.ElbeIton Smith， The Army and Economic Mobiliza 
tion， pp. 523-527 
28) D. NovIck. Anshen and Trupper，ο)t. cit.， p.166 

































































ゐ会ゐ会角会走全土ら「時半目白 fOC合会:， i:手iiらもii ;6~32)， ，::.ゐ生産・
供給計画が申請委員会を介する需要計回に包括的にリ Y クされるとき，それら
部))日 Novir:k，Anshen anrl Trllpper，ηρ r:/t_， p_ 170 
31) 1941年に，生産管理局購買部に「費用分析課 (CostAnalysis SectlOn) Jが設置さオ山 1942年
4月25日には，陸応軍P戦晴生産局の同意で，陸1海軍価格調整聞の実情調査機関として 新たな
「費用分析課 (CostAnalysis Section)Jが改設されている。















(Norman C. Parkin， . Control of War Contract ProfIts，" l-!aπard Business Review， Vol 
24， 1948， pp. 230-234) 















即ち白白ま急治制度J を長夫r'Ì!ui::生ふ L 丘 jj~~ ， 戦会負車とよ名助金・
五主食t議よら会良を白金ι-n、<:lら f~fi，吉元命!主虫ゐ自家機構よら主主4コ，合舟









33) D. Novick， Anshen and Trupper， o.ρ cit.， p.19 
即 (426) 第110巻第G号








J3，158] 36] 178] 574| 同2]制]574 
4481 41 131581125116日 83
412 4 19 134 60 
99 1 4 18 I 32 29 15 
181 1 4 27 i 49 58 42 
203 2 13 48 59 50 31 
107 × 2 J.5 31 37 22 
395 9 26 69 1口3 109 79 
断]3回|叫即|即
82 1 13 35 20 7 6 
79 1 8 29 27 10 4 
107 3 18 51 24 7 4 
25 1 5 7 8 3 1 
21 2 5 5 6 2 1 
:49T-;-z;-]一回i 16 
605 4 19 63 147 211 161 
106 1 4 15 28 35 23 
58 。 3 12 18 17 8 
33 1 3 14 11 3 1 
121 1 6 22 29 39 24 
76 × 8 16 20 23 9 
判 l判 m|叫 2お」
銃砲類
器|弾薬

























優先制度と戦時杭制手段目開発 (42町 81 


























































36) ，戦時人的資揮委員会 (TheWar Manpower Commission)J は， 1942年9月，緊急部門の
労働力不足緩和の為に，労働者啓勤に調する優先制を施"'，重要産業への労障者白檀先割当を行
うζとを決めた。
37) D. M_ Nelson， Aγ'senal of Democracy， The品oryof Ame口'canWar Proa弘ctlon，
pp. 330-345 









由~企占らi主JÌIH主主主 ii ，:、丘二政~f~f主成1IÌu~主主主 fl:， i会舟一予告来ぅ子治J
f~ 土:士事支出走:主主を主えら 1えるらもiG ，商品jf;:J;，ミ産業象会自主止とら







(Planning， Programming and Budgeting Syst田〉の起源として注目されているが，
その採用が，
マー~。
ドル危機の爆発する1960年代であったことは極めて象徴的であフ
